
徳島県住宅供給公社 （徳島県） （別添）

【事業名称】 徳島県空き家対策加速化事業

【事業の特徴】 ・とくしま地方創生空き家判定マニュアルの見直し
・空き家情報管理システムの構築
・特定空家等対策マニュアルの策定
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課題の大分類 課題の小分類 課題に関して現実的に困っている内容（具体例含む）

(1)客観的な判
断基準に基づ
き、統一的な視
点で空き家調
査を行う体制
整備

①統一的な視点で空き
家判定が行えるよう現
場での成熟が必要

・劣化状況や、空き家がもたらす周辺への影響などの判定基準な
どについて、空き家判定士によって判定結果にバラツキが生じてい
る。

②空き家判定士が統一
的な視点で行われたか
検証が必要

(2)多様な空き
家情報を一元
的に整理・可視
化

○空き家情報が一元的
に整理できていないこ
とから、関係者間で効
率的に共有できるシス
テムの構築が必要

・各市町村で空き家判定を行っているが、判定結果を効率的かつ
正確に整理するシステムがない。
・空き家が関係する部署は複数に跨がっており、空き家に関する最
新情報の共有化が困難である。

(3)特定空家等
に対する措置
の運用基準や
手順を整備

○特定空家等に対する
運用基準等が不明確で
あるため、統一的な運
用基準の整備が必要

・具体的にどのような基準で指定すればよいか判断に苦慮しており、
県内市町村において特定空家等の指定が進んでおらず、特定空
家等としての十分な対応がなされていない。
・隣接する市町村間で特定空家等の判断基準や対応方法等にバ
ラツキが生じることにより、所有者等に対する公平性を欠くおそれ
がある。

【取組の経緯（解決すべき課題と現実的に困っている内容）】
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【主な事業項目と取組内容・方法】

大項目 細項目 取組内容・方法

(1)空き家判定
の体制整備

①空き家判定（モデル調
査）の実施

空き家判定（モデル調査）
・空き家判定士のスキルアップや、既存マニュアルを改訂するた
めの検証（事例収集など）を目的として実施した。
・調査地区 吉野川市、美波町
・調査対象数 吉野川456棟、美波町419棟

②空き家判定マニュアル
の見直し

空き家判定マニュアルの改訂
・空き家判定（モデル調査）の結果等をもとに、「とくしま地方創生
空き家判定アニュアル」に記載の判定結果の整理の仕方や、判
断基準などについて一部見直しを行った。

(2)空き家情報
の整理・可視化

○空き家情報管理システ
ムの構築

空き家情報管理システムの構築
・ＧＩＳを活用して空き家情報をデータベース化し、一元的に整理・
可視化できるようにした。
・関係者間（市町村、徳島県住宅供給公社など）で情報が共有で
きるシステムとした。

(3)特定空家等
に対する運用
基準の明確化

○特定空家等対策マニュ
アルの策定

特定空家等対策マニュアルの策定
・倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態についての判
断基準を作成した。
・「空家等対策マニュアル検討委員会」を設置し、委員からの意見
を踏まえて検討した。

【成果物】

①とくしま地方創生空き家判定マニュアル改訂版
②空き家情報管理システム
③特定空家等対策マニュアル
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【成果物の概要】
とくしま地方創生空き家判定マニュアル（改訂版）
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主な記載内容
第１章 ・徳島県の空き家の現状 ・徳島県の空き家対策
第２章 ・とくしま地方創生空き家判定士制度
第３章 ・空き家判定（１次調査）
第４章 ・空き家判定（２次調査／利活用タイプ）
第５章 ・空き家判定（２次調査／除却タイプ）

空き家情報管理システム

管理手順
①調査員（空き家判定士）等が、所在地、劣化情報等の空き家情報を入力。
②システム管理者（市町村or徳島県住宅供給公社）が内容を確認し、入力
項目に支障が無ければ、システムに情報を登録。
（写真やＰＤＦファイルも添付することも可能）
③マップ上にアイコンが表示され、選択すると入力情報の閲覧が可能。

システムの特徴
・システム管理者として指定された端末からも、データ入力・編集、閲覧な
どが可能であるため、関係者間で最新の情報を共有することが可能。
・登録されたデータはクラウド上に保管されており、バックアップも行われて
いるため、災害時や利用端末の破損時においても構築したデータベース
システムへの影響がない。
・登録情報は、項目毎に条件の絞り込みや編集、表データＣＶＳ出力なども
可能であるため、空き家対策計画の基礎データ作成にも活用可能。

システム フロー図

空き家外観調査票（１次調査） 空き家カルテ（２次調査／利活用）

マニュアルの特徴
調査員（空き家判定士等）が、統一的な視点で空き家判定を行える
ようにするため、１次調査、２次調査（利活用タイプor除却タイプ）につ
いての定量的な判定基準を設けてチェックシートを作成している。
また、判定基準についての補足、具体例の写真を追加することにより、
マニュアルの充実化を図っている。

※右表赤枠：改訂及びマニュアル補足箇所
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【成果物の概要】 特定空家等対策マニュアル
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主な記載内容

第１章～第３章 ・マニュアルの目的 ・空家特措法の概要
・徳島県の空き家対策

第４章 ・空家等対策計画と協議会
第５章 ・特定空家等の判定基準
第６章 ・空家等の所有者等の特定
第７章 ・特定空家等に対する措置

特定空家等の判定基準
倒壊等保安上危険となるおそれのある状態である特定空家等の判定基準を作
成した。次の項目について、２～３段階に評価し、これらの度合いを組み合わせ
て、空家等の総合的な危険度を３段階で評価し、特定空家等に該当するか判断
する。

①空家等が倒壊した場合の、隣地や前面道路への影響
・隣地境界線及び道路境界線から４５°のラインを引き、調査対象の空き家
に干渉するかチェック
②空き家の老朽化に伴う倒壊等の危険性
・チェックシートに基づき、劣化事象の合計点を算出
③空家等の一部の落下や飛散による通行人等への影響
・チェックシートに基づき、屋根材、外装材等の落下危険物についてチェック

総合判定
Ａ：現状では保安上危険となるおそれがあるとは判断されない。
Ｂ：即座に特定空家等と判断することは困難であるが、対策は検討すべき案件
である。

Ｃ：特定空家等に該当する。

特定空家等判定チェックシート（保安上危険の状態）
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（参考） 空家等が倒壊した場合の、隣地や前面道路への影響の考え方
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・隣地境界線から45°のラインを引き、対象となる空き
家に干渉するかどうかを確認する。
・「ａ影響が小さい」または「ｂ影響がある」の2段階で評
価することを原則とする。
・ただし、対象と空き家が45°のラインに干渉し、隣地に
学校や病院等の不特定多数の方が利用する施設が
ある場合は、「ｃ影響が大きい」として3段階で評価する
ことも可能とする。

隣地への影響

前面道路への影響


